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　不妊治療のうち体外受精及び顕微授精については、治
療費が高額であり、十分な治療を受けることができず、
子どもを持つことを諦めざるを得ない夫婦も少なくな
い。
　そこで、少子化対策の一環として、体外受精及び顕微
授精に要する費用の一部を助成することにより、経済的
負担の軽減を図る。
　令和5年度は、不妊治療の保険適用に伴う経過措置と
して、保険適用前後にまたがる治療に対し助成する。

(1)不妊治療費助成　229,493千円
(2)事務費　　　　　　1,880千円

（１）事業内容
　　少子化対策の一環として、不妊治療の経済的負担の軽減を図るため、医療保険が適用されず、高額の医療費が
　かかる配偶者間の不妊治療(体外受精、顕微授精及び精子採取術)に要する費用の一部を助成する。
　　ア　不妊治療費助成　　　　　　　　 　　　229,493千円
　　　　・県助成事業　　　　　　　　　 　　  184,600千円
　　　　・指定都市・中核市国負担分補助金　　  44,893千円
　　イ　事務費　　　　　　 　　　　　　　 　　 1,880千円
　
　
（２）事業計画
　　ア　不妊治療費助成　特定不妊治療　　　　　　　　902件
　　　　　　　　　　　　　うち、治療ステージＢ　　　472件
　　　　　　　　　　　　　うち、治療ステージＣ　　　430件
　

（３）事業効果
　　経済的支援の充実を図ることで、不妊に悩む夫婦が安心して妊娠・出産できる環境整備の推進が図られる。
　　不妊治療の保険適用に伴う経過措置として助成することで、現在治療中の方が円滑に保険診療に移行する。

　　　助成件数　平成29年度　5,578件
　　　　　　　　平成30年度　4,919件
　　　　　　　　令和元年度　4,090件
　　　　　　　　令和 2年度　4,421件
　　　　　　　　令和 3年度　7,082件

２　事業主体及び負担区分
(1)県10/10(一部、県1/2・市1/2)
(2)県10/10

３　地方財政措置の状況
(区分)衛生費(細目)母子保健費(細節)母子保健費

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員
　9,500千円×0.9人＝8,550千円

予算額
財　　源　　内　　訳

一般財源
前年との

対比国庫支出金 繰 入 金

決定額 231,373 138,133

前年額 1,469,160 378,253 1,090,907 0

― 保健医療部 237 ―

子育てに希望が持てる社会の実現

93,240 △1,237,787

きめ細かな少子化対策の推進



 

事業名

単位事業名 予算額 229,493千円

　
（単位：千円）

節 当初予算額 対前年度増減額

負担金、補助及び交付金 44,893 △667,761 指定都市・中核市が実施する助成事業に対する補助
44,893,000円

扶助費 184,600 △566,900 不妊治療費助成
300,000円×472件
100,000円×430件

合計 229,493 △1,234,661

単位事業名 予算額 1,880千円

　
（単位：千円）

節 当初予算額 対前年度増減額

報償費 107 △178 医療機関指定調査会報償費　17,800円×6人

旅費 4 △76 医療機関指定調査旅費　2,000円×2人

需用費 200 △470 事務用消耗品　158,000円
申請書等印刷代　42,000円

　

事業内訳書

埼玉県不妊治療費助成事業費

不妊治療費助成

主な内容

事務費

主な内容



 

 

単位事業名 予算額 1,880千円

　
（単位：千円）

節 当初予算額 対前年度増減額

役務費 141 △312 助成金支給決定通知等郵送代　84円×902件
電話代　5,000円×13保健所

委託料 1,408 △2,090 不妊治療費助成システム業務委託　1,408,000円

使用料及び賃借料 20 0 医療機関指定調査会会場使用料　20,000円

合計 1,880 △3,126

事務費

主な内容


